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団結がんばろうをする交運共闘の仲間＝11 月５日、千代田区・経済産業省前 

（電子版）    info@jikosoren.jp 

2020年 第41号 2020年11月６日 

発行：自交総連本部 
〒110-0003 東京都台東区根岸2-18-2-201 

tel.03-3875-8071 fax.03-3874-4997 

 

コロナ対策強化して労働者を守れ 

 11・５中央行動   国交省・厚労省・内閣府と交渉 

 

 自交総連は11月５日、交運共闘とともに憲法改

悪阻止、戦争法・共謀罪法廃止、国民本位の交通

政策実現、規制緩和反対、交通運輸労働者の労働

条件改善を求める11・５中央行動を実施しまし

た。例年は全国の交通運輸の仲間が集まります

が、今年はコロナ感染防止のため本部を中心に自

交総連からは９人、全体で35人が参加しました。 

 国土交通省前で10時00分から個人請願署名の提

出を行い、交運共闘・髙城議長（自交総連中央執

行委員長）が議長あいさつ。建交労の鈴木正明書

記次長、国土交通労組の水谷浩久書記次長が決意

表明しました。検数労連の石渡周二書記次長が請

願書を読み上げ、国交省の係官に請願書をそれぞ

れ提出。その後、厚生労働省、経済産業省でも請

願行動を行いました。 

 13時からは、自交総連の代表が国交省・厚労

省・内閣府に要請・交渉を行いました。  

行動の参加人数(自交総連) 

地方名 
参加 
人数 

提出署名数 

国交省 厚労省 経産省 

東 北   107  101  106 

茨 城    6   6   6 

埼 玉 1  304  306  302 

東 京 3 2758 2741 2718 

神奈川 1  215  220  220 

山 梨    22   22   23 

静 岡   72   72   70 

関 西 1  353  322  348 

山 口    15   15   15 

高 知     9    9    9 

福 岡    64   65   66 

大 分    29   28   29 

長 崎    49   48   47 

鹿児島    27   28   28 

本 部 3   3    3    3 

合 計 9 4033 3986 3990 
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臨時休車特例の延長、11月中に判断 

【2020.11.５ 国土交通省交渉】 

出席者 国交省 自動車局旅客課土肥祐二タクシー事業活性化調整官、宮屋敷繁行

専門官、安全政策課田村圭課長補佐他２人 

    組合側 髙城委員長、庭和田・舞弓副委員長、菊池書記長他10人（埼玉、

東京7、神奈川、本部） 

議 員 日本共産党武田良介参院議員と秘書、高橋千鶴子衆院議員秘書 

要 請 事 項 回 答 要 旨 

１．新型コロナウイルス対策 

(1)運転者の感染防止・予防対策に実効

性、強制力をもたせ、マスク・消毒

薬、車内の仕切りなどに助成措置をと

ること。とくに、乗客へのマスク要請

などで乗務員が威圧されることのない

よう対策を講じ、乗車を断れるケース

等を明確にすること。 

 

 

 

 

――バスの乗客についてはどうなるの

か？ 

 

 

 

(2)タクシー臨時休車措置はコロナが終

息するまで延長し、雇用調整助成金・

休業支援金などの措置も延長するよう

厚労省に働きかけること。 

 

 

 

――コロナが終息せず厳しい状況が続く

のは確実なので、早く延長を決めるべ

きではないか。 

  ９月末が12月末に伸びて、今度も延

長しても３月末までとか、なぜこま切 

 感染防止の観点から業界や労働者の

みなさんに協力してもらっていること

に感謝する。 

 マスクの着用については、４日付で

事業者から出されていた運送約款の変

更を認可してプレス発表した。①マス

クを着用していない理由を聞いたうえ

で、②病気など正当な理由ない場合に

着用をお願いし、③それでも正当なく

着用しない者については乗車を断れる

という内容だ。（８ページ参照） 

 

 感染防止については考え方は同じだ

が、バスは車両も大きく不特定多数の

人が乗ってくるので対応は違ってく

る。 

 

 臨時休車は、３月末に特例措置を講

じ、８月末に期限を12月末まで延長し

た。今後は、状況をふまえて適切に判

断していく。 

 雇調金の延長は厚労省に働きかけを

行っていきたい。 

 

 10月末の状況をみて11月中に判断す

る。いま延長しますとは言えないが、

厳しい状況はわかっている。 

 これは特例措置なので、特措法があ

る中で、いつでも自由に休車して自由 
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れにちょっとずつ延長するのか。先が

見えないので使いにくいという事業者

がいる。 

 

 

(3)重要な公共交通機関であるタクシ

ー・バス産業の崩壊を防ぐため、事業

者と労働者に対する直接的な金銭面で

の支援策、補助金・慰労金などの支給

を行うこと。 

 

 

――労働者に対する直接支援をしてほ

しい。 

に戻せるとなると特措法の意味がなく

なってしまうので、状況をみてその都

度判断するということにせざるを得な

い。 

 

 バス・タクシーの営業収入が大幅に

減少している状況のなかで、持続化給

付金や雇調金の特例など政府のなかで

要請して実施されてきた。GO TO トラ

ベルなどで利用の喚起など必要な措置

を講じていきたい。 

 

 政府のなかで、労働者に対する直接

支援ができないか、説明をしている。

地方交付税臨時交付金の活用でも自治

体に働きかけていて、労働者に直接慰

労金を出す自治体もある。 

２．需給調整 

コロナによる臨時休車・計画休業

で需給バランスが一時的、部分的に

回復したところがあるが、需要が回

復しないまま、これを元に戻せば著

しい供給過剰を招く。恒久的な減車

など需給調整をはかるための施策を

講じ、地域協議会等で地域ごとに関

係者が適時集まって減車などを協議

する場を設けること。 

 休車した車を元に戻すかは事業者の

判断となる。特措法の枠組みを活用し

て地域協議会などで議論してほしい。 

 （供給過剰だということは認識して

いるのか、との問いに）供給過剰は認

識している。地域協議会を活用するよ

うな指示も含めて検討していきたい。 

３．ライドシェア阻止、規制緩和問題 

(1)政府がすすめる「デジタル化の促

進」には、ライドシェアが含まれな

いことを明確に表明し、わが国では

ライドシェアが認められないとの立

場を堅持すること。 

 

(2)自家用有償旅客運送については、バ

ス・タクシーのないところなどの条

件を厳格に守り、安易に拡大しない

こと。「タクシー事業者の経営を圧

迫しない」「ライドシェアは導入を

認めない」との国会附帯決議を遵守 

ライドシェアは、事業者が運行管理

の責任を負わず、運転者のみに管理の

責任を負わすもので、問題がある。デ

ジタル化に関わらず、認めるわけには

いかない。 

 

 

法改正がされたが、自家用有償旅客

運送の申請にあたり、バス・タクシー

では困難なところ、事前に事業者も含

めて協議することは変わらない。国会

附帯決議を遵守していく。 
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すること。 

 

(3)地域公共交通の維持、障がい者らの

輸送にタクシーが貢献できるよう、

補助金の増額など予算措置を講じる

こと。 

 

――国の補助金は、要望があるところ

についてもその半分しか補助されな

いなど、不十分だ。どうやったら増

やせるのか。 

 

 

(4)白タク行為、白タク類似行為を撲滅

すること。二種免許をもない運転者

が人を輸送しているCREW(クルー)、

notteco(のってこ)、ジャスタビなど

道路運送法の範囲外とされる行為を

禁止すること。 

 

(5)二種免許取得要件の緩和について、

プロドライバーの粗製乱造にならな

いように、警察庁、事業者団体と協

力して、厳格な教習、免許取得後の

チェックを徹底すること。 

 

 

バリアフリーのためにユニバーサル

デザインタクシーの普及に努め、福祉

車両購入には１台60万円の補助をして

いる。 

 

補助金増額は不可欠で、足りないと

いうのは担当者としても同じ思いだ。

国への予算要求はいろいろ制約がある

が、増やしたいという思いでやってい

る。 

 

レンタカー貸出とドライバーの紹介

が一体として行われるなど違法となら

ないよう注視している。個々の事情に

応じて対応する。具体的な（違法）事

実があれば知らせてほしい。 

 

 

教習課程は警察庁がつくる。取得後

の教育をしっかり徹底していきたい。 

 

最賃違反の実績を基準にした休業手当は不当 

【2020.11.５ 厚生労働省交渉】 

出席者 厚労省 職業安定局雇用開発企画課大橋泰之課長補佐、健康局結核感染症

課佐藤和哉企画法令係員、労基局監督課多賀谷千尋係長、労働関

係法課入澤優政策係長他２人 

    組合側 髙城委員長、庭和田・舞弓副委員長、菊池書記長他10人（埼玉、

東京7、神奈川、本部） 

議 員 日本共産党武田良介参院議員と秘書、高橋千鶴子衆院議員秘書、

宮本徹衆院4議員秘書 

要 請 事 項 回 答 要 旨 

１．新型コロナウイルス対策  バスやタクシーのヒアリングも行 
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(1)解雇や雇止め、雇用形態変更などを

阻止するため全力を挙げること。雇

用調整助成金の特例措置は、コロナ

が終息するまで延長し、１人１日の

上限額の減額など改悪をしないこ

と。 

 一部解雇を実施した事業者につい

て、解雇の撤回とは別途に、残され

た労働者の救済のために、雇調金特

例の適用ができる方策を講じるこ

と。 

 雇用調整助成金の仕組みをよく広

報・啓発し、平均賃金の100％の休業

手当を支払うよう使用者に教示する

こと。 

 

――雇用情勢はさらに悪化していて年

が越せないという事業者もある。特

例の改悪はやめるべきだ。 

 

――雇調金を活用するときに、過去に

最賃違反をしていて、その金額で平

均賃金を計算して休業手当を支払っ

ている会社が京都にある。休業手当

が少なくなって、国からもらう雇調

金と差額が出て、それを会社が懐に

入れている。少なくとも最賃で平均

賃金を計算して払わないとおかし

い。大阪では労働局がそう指導して

いるが、京都ではそうなっていな

い。指導を徹底してくれ。 

 

(2)コロナ対応休業支援金・給付金は、

コロナ終息まで延長して実施するこ

と。労働者が申請するときに、休業

の確認など事業者が協力するよう指

導すること。 

 

――休業支援金でも、平均賃金が最賃

以下の場合は最賃で計算するように 

い、厳しい状況は理解している。特例

措置は12月末まで延長することを８月

の末に決めたが、その際に、雇用情勢

が悪化するなど特段の事情がない限り

は段階的に通常の措置に戻すなど見直

しをしていくことを決めた。今後、適

切に判断していく。 

 一部解雇を実施した事業者の扱い

は、解雇があっても支給率は違うが雇

調金は受けられる。解雇しないでがん

ばっている事業者との公平性の観点か

ら差をつけざるを得ない。 

 

 

 

 

 実態は把握している。そのうえでこ

れから検討していく。延長や上限額、

支給率など11月末をめどに発表する。 

 

 最賃を下回る場合は当然改善をしな

ければいけないと事業者に言うが、迅

速給付のため、そこの確認を後回しに

して、とりあえず給付するということ

になっているのだと思う。京都の局に

も確認したい。最賃違反はもちろん認

められない。 

 （平均賃金は最賃で計算すべきです

ね、との確認に）間違いないです。 

 

 

 

 12月末以降は、雇用情勢が悪化しな

い限りは段階的に戻していく。 

 労働者の申請に協力するよう10月末

に事業者へのお願いを出した。周知徹

底を図っていきたい。 

 

 ご意見は受けとめさせていただく。 
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すべきだ。 

 

(3)タクシー・バス乗務員のPCR検査・

抗体検査が速やかに実施出来るよう

検査費用の公費負担などの体制を構

築し、事業者に徹底すること。 

 

(4)タクシーの営業収入が大幅に低下し

たことにより最低賃金法違反が多発

しているので、監督を強化し、違反

を是正すること。 

 

 

(5)重要な公共交通機関であるタクシ

ー・バス産業の崩壊を防ぐため、事

業者と労働者に対する直接的な金銭

面での支援策、補助金補助金・慰労

金などの支給を行うこと。とくに、

会社が休業せずに、賃金が低下した

まま、何の手当もされない労働者を

救済する方策を検討すること。 

 

 

 PCR検査は、感染者が多く発生してい

る地域など、自治体の判断で幅広く検

査することができる。抗体検査は精度

が期待できないので注意が必要だ。 

 

 最賃法違反が認められたら厳正に対

処する。昨年は13万4000事業所に監督

して、運輸関係では2011事業所で最賃

違反があった。集団指導などあらゆる

方法で周知、啓発していきたい。 

 

 タクシー・バス労働者への直接支援

等については国交省の方で対応する。 

２．改善基準改正について 

 自動車運転者の労働時間等の改善

基準告示は、拘束時間の短縮など長

時間労働の是正に実効あるものに改

正したうえで、罰則のある法制化を

行うこと。とくに休息期間について

は現行８時間以上を11時間以上とす

ること。 

関連通達（平元3.1付基発第93号）

で示された賃金制度等の基準、保障

給の定め、累進歩合制度の廃止、年

次有給休暇の不利益取扱いの是正に

ついても法制化すること。 

 

――有給休暇取得は５日義務付けとな

ったが、コロナで休業したところ

は、この義務付けがなくなるのか。 

 有休を使い切らずに翌年に持ち越

したとき、その年に新しく発生した 

 専門委員会で議論している。実態把

握のため全国で実態調査をしている。

結果を踏まえて見直しの議論を継続し

ていく。休息期間の延長は労働側の委

員からも意見が出ている。実態調査の

項目にも入っている。 

 93通達の取扱いも重要な課題と認識

している。告示のあり方についても議

論をしていきたい。 

 

 

 

 

 

 休業していても例外にならない。有

休を５日取らないと法違反になる。 

 

 古い方から消化するか新しい方から

消化するかは労使の定めによる。新し 



20年第41号            自交労働者情報             2020.11.６ (7) 

有休から使えという会社があって、

これだと権利が早くなくなる。どう

するのが正しいのか。 

 有休をとるなとは言わないが、な

るべく遠慮してくれなどの言い方で

取らせようとしない場合はどうなる

か。 

い方からとしても違反ではないが、使

用者の不当な意図があれば指導する。 

 

 実際に有給取得を阻害していれば法

違反になる。 

 

自動運転 バス・タクと自家用車が違うというのは理解 

【2020.11.５ 内閣府交渉】 

出席者 内閣府 規制改革推進室 中村孝之参事官補佐、地方創生推進事務局佐藤

満美子参事官補佐、日野宗太郎業務実務研修員 

    組合側 髙城委員長、庭和田・舞弓副委員長、菊池書記長他10人（埼玉、

東京7、神奈川、本部） 

議 員 日本共産党武田良介参院議員と秘書、高橋千鶴子衆院議員秘書 

要 請 事 項 回 答 要 旨 

１．MaaS関連サービスを実施しようと

する者のための旅行業法の新類型の

整備について、旅行業の許可で自動

車による人の輸送を行うライドシェ

アのような形態を認めないこと。 

 ここで言っているのは、例えばナビ

タイムのような経路を提示する事業者

が発券も行うような事業を想定してい

るので、自動車による人の輸送を認め

る予定はない。 

２．デジタル技術を活用した新しいビジ

ネスモデルとして、自家用車への相乗

り（のってこ、CREW）、レンタカー利

用者への運転者の紹介（ジャスタビ）

などの白タク行為が、規制改革推進会

議で取り上げられ、グレーゾーン解消

制度で合法とされたため、安全を監督

する省庁が存在しないまま自動車で人

を運ぶ無責任で危険な実態が生じてい

る。これ以上、危険な行為を拡大する

提言を行わないこと。 

 規制改革推進会議で、のってこや

CREWを認める議論はしていないが、レ

ンタカーや相乗りの議論はした。いず

れの場合も、最終的には制度を所管す

る国交省が判断した。 

 新しい業態が出てきた時に、どうい

う風に社会に適合させるかは、業を所

管する関係省庁の意見を聞いてやって

いる。 

３．国家戦略特区、スーパーシティ構

想の中で、ライドシェアや白タク行

為を組み込む実証実験等を推進しな

いこと。 

 スーパーシティでの実験は、規制所

管大臣が許諾を判断する。国交省が安

全性を十分に検討することになる。今

のところライドシェア等を含む提案は 
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 出ていない。 

４．自家用有償旅客運送制度について

は、法改正後もタクシー・バスのな

い地域に限定したものであることは

変わらず、これを厳格に遵守して、

無限定に拡大をすすめないこと。 

 無限定に進めようという話はしてい

ない。公共交通の供給が困難な地域で

やることにしており、適切に運用され

るとを考えている。 

 

５．自動運転の推進に関して、旅客の

安全を確保する必要のあるバス・タ

クシーでは、運転資格のある運転者

の乗務を義務付け、実験についても

同様の措置を講じたうえで、慎重に

すすめること。 

 実証実験でも、バス・タクシーは運

転資格のある運転者の乗務を義務付け

ている。乗客を乗せるバス・タクシー

と自家用車が違うというのはわかる。

どのような規制体系の中でやっていく

のか熟慮が必要で、安全をないがしろ

にしてすすめるということはない。 

 

（参考資料） 

令和２年11月４日 国交省自動車局旅客課発表 

 

タクシー乗車の際はマスクの着用をお願いします！ 

〇 タクシー乗車の際におけるマスクの着用は、エッセンシャル・サービスであるタクシー

事業の安定的な事業の継続のため、ウィズコロナにおける新しいエチケットとして、ご理

解・ご協力をお願いしているところです。 

〇 今般、都内の一部タクシー事業者から、「①運転手がマスクを着用していない理由を丁

寧に聞き取った上で、②病気など正当な理由がない場合に限り、マスクの着用をお願いす

ることを基本とし、③それでも正当な理由なく、マスクを着用しない者についてのみ乗車

をお断りする内容」を運送約款に規定する申請があり、本日、運転者のみならず次に乗車

する利用者の感染防止対策に資するものとして、認可いたしました。 

〇 ただし、本約款の内容は、マスク未着用者の乗車を一律にお断りするものではなく、事

業者が上記[1]～[3]の手続を丁寧に実施していくよう、国土交通省としても取り組んでま

いります。 

  

（背景） 

１．タクシーは、新型コロナウイルス感染症が拡大する中において、感染のリスクや不安を

抱えながらも、まさにエッセンシャル・サービスとして、高齢者や妊婦を含む地域住民の

運送を担い、公共交通機関としての使命を果たしてきました。 

２．一方で、タクシー利用者の中には、酔ったままマスクを着用せずに、大声で話しながら

乗車する方がいるなど、運転者が不安を抱えているとの相談がタクシー事業者から寄せら

れておりました。 

３．引き続き公共交通機関としての使命を果たしていただくためにも、タクシーの利用者に

は、特別な事情がある場合を除きマスクを着用していただくことや、走行中の換気をはじ

めとする感染拡大の予防に、ご理解とご協力をお願いしてきました。 


